
















































































































































































































































































仮説 トレース・テスト 最大固有値テスト 仮説 トレース・テスト 最大固有値テスト
None 0.0474(2)0.0105(4)0.0261(2)0.0031(4) None 0.5500(2)0.8598(4)0.6179(2)0.8523(4)
0.0026(5) 0.0005(5) 0.2266(5) 0.1909（5）
Atmostone0.6310(2)0.7582(4)0.6310(2)0.7582(4) Atmostone0.5557(2)0.7960(4)0.5557(2)0.7960(4)
0.8166(5) 0.8166(5) 0.6046（5） 0.6046(5)
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表1ヨハンセン・テストの結果
変数 帰無仮説 トレース・テスト 最大固有値テスト
A None 0.57(1)0.86(3) 0.50(1)0.86(3)
Atmostl 0.76(1)0.78(3) 0.76(1)0,86(3)
M None 0.62(1)0.01(3) 0.51(1)0.00(3)
Atmostl 0.81(1)0．66(3) 0.81(1)0.66(3)
T None 0.20(1)0.04(3) 0.18(1)003(3)
Atmostl 0.54(1)0.52(3) 0.54(1)0.52(3)
CH None 0.73(1)0.22(3) 0.67（1）0．28（3）
Atmostl 0.80(1)0.42(3) 0.80(1)0．42(3)
E None 0.81(1)0.66(3) 0.86(1)0.72(3)
Atmostl 0.67(1)0.72(3) 0.67(1)0.60(3)













4M( l) -0.25(-1.91) 0.03(1.33)




































































4A( 1） -0.37(-2.77) -0.003(-0.143)
40M( l) -0.81(-0.80) 0.22(1.62)
定数項 0．12(1.49) 0.04（3.97）
Aq.R2 0.11 0.02
4T 4 0 M
4T( 1) -0.36(-2.80) -0.03(-0.145)




4CH( l) -0.27(-1.98) 0.03(1.24)
40M( l) -1.33(-1.93) 0.22（1.64）
定数項 0.19(3.43) 0.04(3.79)
A町．R2 0.11 0.05
4E( l)
40M( l)
定数項
Adj.R2
4DS( l)
40M( 1）
定数項
A(U.R2
戦前の日本における特許と経済変動
表3-4VARモデルの推計結果（電気）
4E
-0.35(-2.53)
23.11(0.13)
14.76(1.04)
0.08
d0M
-0.00(-0.02)
022(1.66)
0.04(4.00)
0.02
表3-5VARモデルの推計結果（文具・日用品）
4DS 40M
-0.33（-2.55） 0.01(0.72)
-2.01(-2.19) 0.24(1,74)
0.15(2.12) 0.04(3.89)
0.14 0.03
経済変動と特許件数の動きに関係が認められる。係数の記号は何れも負であり、製造業実質生産の
成長率の上昇が特許件数の増加率に負の影響を与えていたことが分かる。そこでⅦRモデルを用
いて40Mへのプラスのショックに対する4CHと4DSの反応をみると、図3のようになる'0)。
図3によると例えば文具・日用品DSについては、第1期に製造業実質生産の成長率がトレンド
から4.9％ほど上昇すると、第2期にDSの特許件数の増加率がトレンドから10%ほど低下すること
を示している。図3から化学と文具・日用品の分野においては、短期間ではあるが、マクロの好況
が特許活動にマイナスの影響を与えていたことが言えそうである。
10)インパルス応答の計算は、次のようになされている。DSについて説明すると、まずVARモデルの推計結果
は表3－5から、
4Ds=-0.33aDs(-1)-2.0140M(-1)+0.15(6)
40M=0.014Ds(-1)+0.2440M(-1)+0.04(7)
(6)、(7)で4DS=4DS(-1)、40M=40M(-1)とおくことにより、トレンド成長率aDS=0.0326、aoM＝
0.053が得られる。トレンド成長率からの乖離aDS-0.0326,.0M-0.053をそれぞれ4DS*、ゴOM*とお
くと、(6)と(7)を次のように書き換えることができる。
4Ds*=-0.334Ds*(-1)-2.01doM*(-1)(8)
40M*=0.014DT(-1)+0.2440M*(-1)(9)
当初dDS*=40M*=0であったとして、第1期にaOMにl標準偏差(0.049)のショックがあったとし
て計算されたものが、図3－2のインパルス応答である。なお、図中の点線は95％の信頼区間を示している。
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図3－1製造業実質生産成長率へのプラスのショックに対する化学の特許件数増加率の反応
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図3－2製造業実質生産成長率へのプラスのショックに対する文具・日用品の特許件数増加率の反応
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4．結論
本論では、、技術分野別の特許件数と経済変動の指標としての製造業実質生産との関係について分
析し、次の結論を得た。
第1に、6つの技術分野のうち、近代部門としての性格の強いと考えられる機械、化学、電気の
特許件数は上昇トレンドが強く、後年になるほど加速しており、大川＝ロゾフスキーの発見した製
造業における「趨勢加速」との関連が注目される。いつぽう在来部門との関係が比較的強いと考え
られる農水産、繊維、文具・日用品については、大川＝ロソフスキーの「長期波動」の下降局面で
特許活動が活発化している。こうした動きはシュンペーターの仮説を示唆するものである。
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戦前の日本における特許と経済変動
第2に、特許件数と製造業実質生産との共和分分析によれば、6つの技術分野のうち機械のみが
製造業実質生産と共和分の関係にあったと考えられる。さらに機械にVECモデル、その他の分野
にⅦRモデルを適用して製造業実質生産との関係を詳細に分析すると、機械、化学、文具・日用
品については、製造業生産の成長率の上昇（経済の好況）が特許件数の増加率を低下させていたこ
とが明らかとなった。
以上の分析を総合すると、電気を除く分野では、不況期に特許活動の活発化していた何らかの統
計的証拠を得ることができる。このことは、戦前の日本において、技術革新がシュンペーターの仮
説を支持する性格を持っていたことを示唆しており、興味深いものである。
次に今後の課題について述べる。第1に、この研究ノートでは共和分分析に関してEVIEWSに
実装されているヨハンセン・テストを用いたのであるが、EVIEWSではテストに用いるVARモデ
ルのラグ次数の設定については分析者に委ねられている。ここでは幾つかのラグ次数を試してほと
んどの場合に有意であった機械について、製造業生産との間に共和分関係ありと推論したのである
が、厳密にはラグ次数の選択について赤池情報量基準(AIC)などを用いて判定すべきであろう。
そのためにはTSPなどの他の時系列分析のソフトもあわせて検討する必要がある'')。
第2に、各技術分野はさらに細かい産業に分割できるのであるが（例えば電気の分野は19個の類
から形成されている)、それらの産業について分析を進めると、特許件数の動きをより詳細に知る
ことができる。
第3に、大川＝ロゾフスキーにより見出された製造業の全要素生産性の「趨勢加速」と特許件数
の動きがどのように関わっているのかについて分析することも、戦前の日本の経済成長を解明する
うえで有益な情報を提供するであろう。
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